
 

 

寝屋川市グランマイスター倶楽部人材育成支援金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 寝屋川市内（以下「市内」という。）の認可保育施設及び介護事業所（以

下「市内事業所」という。）における人材の確保を推進し、保育及び介護サービ

スの安定供給に資するため、寝屋川市（以下「市」という。）が主催する子育て

支援員研修課程及び介護職員初任者研修課程を修了した者で寝屋川市グラン

マイスター倶楽部事業実施要綱（以下「実施要綱」という。）における無料職業

紹介事業により市内事業所にて就労することの就労契約を締結した者に対し

て資格取得支援補助金等（寝屋川市グランマイスター倶楽部人材育成支援金

（以下「人材育成支援金」という。））を交付することについて、寝屋川市補助

金等交付規則（平成 12 年寝屋川市規則第７号。以下「規則」という。）に定め

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定める

ところによる。 

 ⑴ 子育て支援員研修課程 

   国が定める「子育て支援員研修事業実施要綱」に基づき実施する「子育て

支援員研修」のうち、地域保育コース「地域型保育」をいう。 

 ⑵ 介護職員初任者研修課程 

   介護保険法施行令（平成 10 年政令第 412 号）第３条第１項各号に掲げる研

修のうち、介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）第 22 条の 23

第１項に規定する介護職員初任者研修課程をいう。 

 ⑶ 無料職業紹介事業・求人者・求職者 

   実施要綱で用いる用語の例による。 

 ⑷ 就労契約 

   無料職業紹介事業により、求人者と求職者が給与、就労期間、就労時間等

の労働条件について互いに合意し、求人者が求職者に採用を伝え、求職者か

らもその承諾が得られており、法的に労働契約が成立している状態のことを



 

 

いう。 

 ⑸ 保育分野マッチング成立者 

   市内の認可保育施設にて就労することの就労契約を締結した求職者をいう。 

 ⑹ 介護分野マッチング成立者 

   市内の介護事業所にて就労することの就労契約を締結した求職者をいう。 

 ⑺ 就労契約書 

   就労契約を証明する書類をいう。 

 ⑻ 就労契約締結日 

   求人者と求職者が就労契約を締結した日をいう。 

 ⑼ 就労期間 

   就労契約における就労期間をいう。 

 

（補助対象者等） 

第３条 人材育成支援金の対象となる者は、次の各号に掲げる補助金の区分に応

じ、当該各号に定める要件を全て満たす者とする。 

 ⑴ 保育人材育成支援金 

  ア 保育分野マッチング成立者 

  イ 市が主催する子育て支援員研修課程を修了した者 

  ウ 就労契約締結日以降、市内の認可保育施設で 12 か月を超えて就労する

予定の者 

  エ 過去に保育人材育成支援金の交付を受けたことがない者 

 ⑵ 介護人材育成支援金 

  ア 介護分野マッチング成立者 

  イ 市が主催する介護職員初任者研修課程を修了した者 

  ウ 就労契約締結日以降、市内の介護事業所で 36 か月を超えて就労する予

定の者 

  エ 過去に介護人材育成支援金の交付を受けたことがない者 

 

（補助金の額等） 

第４条 人材育成支援金の額は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる補助



 

 

金の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

 ⑴ 保育人材育成支援金 

  ア 教材費補助金 実費相当額 

  イ 資格取得支援補助金 50,000 円 

 ⑵ 介護人材育成支援金 

  ア 資格取得支援補助金 150,000 円 

２ 第１項各号に規定する補助金の交付は、補助金の種類ごとに１人当たり１回

限りとする。 

 

（補助金の交付申請及び実績報告） 

第５条 人材育成支援金の交付を受けようとする者は、補助金の交付申請及び実

績報告を行うため、次の各号に定める書類を添えて、第３条の要件を満たした

日から３か月以内に市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 寝屋川市グランマイスター倶楽部人材育成支援金申請書兼実績報告書（様

式第１号） 

 ⑵ 寝屋川市グランマイスター倶楽部人材育成支援金誓約書（様式第２号） 

 ⑶ 市が主催する子育て支援員養成研修課程又は介護職員初任者研修課程を修

了したことを証する書類（研修修了証明書等）の写し 

 ⑷ 就労契約書（就労契約締結日がわかるもの）の写し 

 ⑸ その他市長が必要と認める書類 

 

（補助金の決定及び確定） 

第６条 市長は、第５条の規定により申請を受けたときは、申請書類の内容を審

査の上、交付すべき補助金の額を決定及び確定し、寝屋川市グランマイスター

倶楽部人材育成支援金交付決定・確定通知書（様式第３号）により申請者に通

知するものとする。 

 

（補助金の請求） 

第７条 前条の規定により通知を受けた者は、寝屋川市グランマイスター倶楽部

人材育成支援金請求書（様式第４号）を市長に提出し、人材育成支援金を請求



 

 

するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による請求があったときは、人材育成支援金を交付する

ものとする。 

 

（標準処理期間） 

第８条 第７条に規定する補助金の決定及び確定に係る標準処理期間は申請から

30 日以内とする。 

２ 前条第２項に規定する補助金の交付に係る標準処理期間は請求から 30 日以

内とする。 

 

（補助金の交付の条件及び返還） 

第９条 市長は、人材育成支援金の交付及び確定の決定をする場合においては、

次の各号に掲げる補助金の区分に応じ、当該各号に掲げる条件等を付すものと

する。 

 ⑴ 保育人材育成支援金 

  ア 返還条件 

    第７条に規定する補助金の決定及び確定に係る通知を受けた者が、市内

認可保育施設における継続就労期間が就労契約締結日から起算して 12 か

月に満たない場合（死亡その他の理由により市長が特に認める場合を除

く。）は、交付された保育人材育成支援金を返還しなければならない。 

  イ 継続就労期間の特例 

    就労者が退職した場合、または休暇取得以外の事由により一定期間継続

した就労がない（連続 31 日を超えて就労がない）場合においても、次の(ｱ)

及び(ｲ)に掲げる場合は継続した就労とみなす。ただし、当該継続した就労

がない期間（継続した就労とみなす期間）は継続就労期間の算定において

除外する期間とする。 

   (ｱ) 就労契約を締結した市内認可保育施設を退職し、他の市内認可保育施

設で就労契約を締結した場合 

   (ｲ) 心身の故障、災害、その他やむを得ない事由により就労が困難である

と市長が認めた場合 



 

 

  ウ 継続就労期間の特例を認める期間 

    イに規定する継続した就労とみなす期間は 12 か月を上限として認める

ものとする。 

 ⑵ 介護人材育成支援金 

  ア 返還条件 

    第７条に規定する補助金の決定及び確定に係る通知を受けた者が、市内

介護事業所における継続就労期間が就労契約締結日から起算して 36 か月

に満たない場合（死亡その他の理由により市長が特に認める場合を除く。）

は、交付された介護人材育成支援金を返還しなければならない。 

  イ 継続就労期間の特例 

    就労者が退職した場合、または休暇取得以外の事由により一定期間継続

した就労がない（連続 31 日を超えて就労がない）場合においても、次の(ｱ)

及び(ｲ)に掲げる場合は継続した就労とみなす。ただし、当該継続した就労

がない期間（継続した就労とみなす期間）は継続就労期間の算定において

除外する期間とする。 

   (ｱ) 就労契約を締結した市内介護事業所を退職し、他の市内介護事業所で

就労契約を締結した場合 

   (ｲ) 心身の故障、災害、その他やむを得ない事由により就労が困難である

と市長が認めた場合 

  ウ 継続就労期間の特例を認める期間 

    イに規定する継続した就労とみなす期間は 12 か月を上限として認める

ものとする。 

２ 第７条の補助金の決定及び確定に係る通知を受けた者は、市長が定める期日

までに次の各号のいずれかに該当した場合は、遅滞なくその旨を市長に届け出

るものとする。 

 ⑴ 就職支援補助金交付決定者の住所又は氏名に変更が生じた場合 

 ⑵ その他重要な事項に変更が生じた場合 

３ 市長は、補助対象者が不正の手段により補助金の交付を受けたときは、補助

金の交付決定及び確定を取り消し、補助金の返還を求めることができる。 

 



 

 

（就労実績の報告） 

第 10 条 第７条に規定する補助金の決定及び確定に係る通知を受けた者は、前

条に規定する継続就労期間を報告するため、次の各号に掲げる補助金の区分に

応じ、当該各号に定める期間について、当該各号に定める書類を当該各号に定

め期日までに、市長に提出するものとする。 

 ⑴ 保育人材育成支援金 

  ア 継続した就労を証明する期間 

    就労契約締結日から１年間 

  イ 提出書類 

    就労実績を証する書類（寝屋川市グランマイスター倶楽部保育人材育成

支援金就労証明書（様式第５号）） 

  ウ 提出期日 

    就労契約締結日から１年を経過した日から 30 日以内 

 ⑵ 介護人材育成支援金 

  ア 継続した就労を証明する期間 

    １月から 12 月までの１年間 

  イ 提出書類 

    就労実績を証する書類（寝屋川市グランマイスター倶楽部介護人材育成

支援金就労証明書（様式第６号）） 

  ウ 提出期日 

    １月から 12 月までの１年間の翌年の３月末日まで 

 

（調査等） 

第 11 条 市長は、補助金の交付に係る適正を期するために必要があると認める

ときは、補助対象者に報告、又は職員に必要書類の調査及び関係機関や関係者

への事情聴取をさせることができる。 

 

（委任） 

第 12 条 この要綱に定める文書等の様式及びこの要綱の施行に関し必要な事項

は、福祉部長が定める。 



 

 

 

附 則 

この要綱は、令和８年７月27日から実施する。 

 


